
（単位：百万円）

流 動 資 産 48,507 流 動 負 債 29,247

現 金 ・ 預 金 21,173 支 払 手 形 821

受 取 手 形 32 買 掛 金 12,940

売 掛 金 19,439 短 期 借 入 金 2,440

商 品 1,033 未 払 金 10,354

製 品 1,713 未 払 法 人 税 等 1,606

原 材 料 658 未 払 費 用 521

未 収 金 1,968 賞 与 引 当 金 392

短 期 貸 付 金 1,522 そ の 他 の 流 動 負 債 171

繰 延 税 金 資 産 1,150 固 定 負 債 3,519

そ の 他 の 流 動 資 産 94 退 職 給 付 引 当 金 3,063

貸 倒 引 当 金 279 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 456

固 定 資 産 34,888 32,766

有形固定資産 (22,704)

建 物 8,540 資   本   金 13,056

構 築 物 837 資 本 剰 余 金 9,897

機 械 装 置 7,111 資 本 準 備 金 9,897

車 両 運 搬 具 32 利 益 剰 余 金 29,901

工 具 器 具 備 品 492 利 益 準 備 金 1,357

土 地 5,620 研 究 開 発 積 立 金 500

建 設 仮 勘 定 70 海 外 市 場 開 発 積 立 金 500

無形固定資産 (49) 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,352

借 地 権 25 固定資産圧縮特別勘定積立金 335

施 設 利 用 権 23 別 途 積 立 金 24,100

投資等 (12,134) 当 期 未 処 分 利 益 1,756

投 資 有 価 証 券 5,652 ( う ち 当 期 利 益 ) (1,082)

子 会 社 株 式 3,682

長 期 貸 付 金 3,002 株 式 等 評 価 差 額 金 469

長 期 前 払 費 用 9 その他有価証券評価差額金 469

繰 延 税 金 資 産 117

そ の 他 の 投 資 675 自 己 株 式 2,695

貸 倒 引 当 金 1,006 50,629

83,395 83,395

資 本 合 計

資 産 合 計 負債・資本合計

資  産  の  部 負  債  の  部

負 債 合 計

資  本  の  部

貸 借 対 照 表

（平成14年12月31日現在）



（単位：百万円）

113,150

60,027

49,508 109,535

3,614

受 取 利 息 及 び 配 当 金 268

そ の 他 の 収 益 76 345

支 払 利 息 38

そ の 他 の 費 用 50 88

3,871

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 44

投 資 有 価 証 券 売 却 益 135 179

固 定 資 産 除 却 損 202

固 定 資 産 売 却 損 65

関 係 会 社 株 式 評 価 損 300

投 資 有 価 証 券 売 却 損 5

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,236

そ の 他 投 資 評 価 損 6 1,817

2,233

1,630

479

1,082

673

1,756

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営
業
損
益
の
部

営
業
外
損
益
の
部

経
 
常
 
損
 
益
 
の
 
部

特
 
別
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益
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部

損 益 計 算 書

自  平成14年 1月 1日
至  平成14年12月31日



（重要な会計方針）

貸借対照表および損益計算書の作成にあたって採用した重要な会計処理の原則および

手続きは次のとおりであります。

１．有価証券の評価基準および評価方法

 （１）子会社株式および関連会社株式

    移動平均法による原価法を採用しております。

 （２）その他有価証券

    時価のあるものは決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

    により処理しており、売却原価は移動平均法により算出しております。）

    また、時価のないものは移動平均法による原価法によっております。

２．棚卸資産の評価基準および評価方法は、総平均法による原価法を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法は、有形固定資産については定率法を採用しております。

　　ただし、平成１０年４月１日以降の新規取得の建物の償却方法は定額法によってお

　　ります。無形固定資産については定額法を採用しております。

４．貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

    貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

    勘案し、回収不能見込額を計上しております。

５．賞与引当金は、従業員賞与の支給に備えるため、支給対象期間に基づく賞与支給見

    込額を計上しております。

６．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務

    および年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を

    計上しております。

    なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

    年数（１０年）による定額法により翌期から費用処理し、過去勤務債務については

　　発生時に一括費用処理しております。

７．役員退職慰労引当金は、役員の退職金の支給にあてるため、内規に基づく期末要支

　　給額を計上しております。なお、商法第287条ノ2に規定する引当金にあたります。

８．リース取引の会計処理方法については、リース物件の所有権が借主に移転すると認

　　められるもの以外のファイナンス・リース取引は、通常の賃貸借取引に係る方法に

　　準じた会計処理を採用しております。

９．消費税等の会計処理については、税抜方式を採用しております。

１ ０．追加情報

（資本の部の区分）

　　当期より資本の部は、「商法施行規則」（平成14年3月29日法務省令第22号）附則

　　第3条ただし書に基づき、資本金、資本剰余金、利益剰余金およびその他の項目に

　　区分して表示しております。

（賞与引当金）

　　従来、従業員に対して支給する賞与支給見込額については、未払費用に含めて

　　表示しておりましたが、「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目について」

　　（日本公認会計士協会リサーチセンター審理情報NO.15 平成13年2月14日）が公表

　　されたことにより、当期から賞与引当金として表示しております。

（自己株式の取得に関する付随費用）

　　当期より企業会計基準第1号（「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基

　　準」（企業会計基準委員会 平成14年2月21日））を適用し、従来、自己株式の取得

　　価額に含めて処理しておりました自己株式の取得に関する付随費用（平成14年4月

　　1日以降発生のもの）につきましては、営業外費用に計上する方法に変更しており

　　ます。この変更による損益への影響は軽微であります。



（貸借対照表注記）

１．記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
２．子会社に対する短期金銭債権 2,417 百万円
　　子会社に対する長期金銭債権 3,000 百万円
　　子会社に対する短期金銭債務 1,375 百万円
３．有形固定資産の減価償却累計額 38,955 百万円
４．貸借対照表に計上した固定資産のほかリース契約により使用している清涼
　　飲料自動販売機、電子計算機等があります。
５．主な外貨建資産および負債

投資有価証券 1,106 百万円（264百万バーツ）
６．偶発債務
　　保証債務残高 656 百万円
７．１株当りの当期利益
８．商法第２９０条第１項第６号により配当に充当することが制限されている金額

469 百万円
（損益計算書注記）
１．記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
２．子会社との取引高は次のとおりであります。

売上高 2,876 百万円
仕入高 11,176 百万円
営業取引以外の取引高 69 百万円

       14円30銭


